
８月１５日。６８回目の終戦記念日がやってまいりました。この日を
前後して、各地区で戦没者慰霊祭や平和祈念式典が挙行されまし
た。我が国の繁栄と平和が尊い犠牲の上に成り立っている事に改
めて哀悼の誠を捧げました。また、遠い異国の地で、故郷や家族を
想い命を捧げた方々で、依然、百万柱を超える方々のご遺骨が帰
国されていません。一柱残らず、一日も早い帰国の実現を、改めて
お誓い申し上げました。

井林は、自民党の議員として活動しています。党員獲得（年会
費四千円）も大きな仕事の一つです。「自民党は・・・」でも、お願
いです。井林をご支援頂く。その一点でお願いします。自民党へ
の入党をお願いします！下記FAX頂くか、電話（054-639-5801）
又はメール（office@t-ibayashi.com）でお伝えください。皆様の
ご支援お願い申し上げます。

衆議院議員 井林たつのり

《部内討議資料》

生年月日　昭和５１年７月１８日（３７才）
住　　所　藤枝市本町
本　　籍　榛原郡川根本町（お茶農家）
【経歴】
京都大学工学部、大学院工学研究科卒業
平成１４年より国土交通省勤務
平成２２年６月衆議院選挙挑戦のため退官
平成２４年１２月当選（一期目）
【家族】妻・長女・次女　【趣味】　野球、水泳
【好物】焼魚、白米、お茶

井林たつのり ▼ 検索

発行所；自由民主党本部

東京都千代田区永田町1-11-23
電話：東京03 (3581) 6211 （代）

自由民主党
静岡県第二選挙区支部
〒426-0037
藤枝市青木3-13-8
TEL 054-639-5801
FAX 054-639-5802
Mail office@t-ibayashi.com
井林たつのり国会事務所
〒100-8981
東京都千代田区永田町2-2-1
衆議院第一議員会館919号室
TEL 03-3508-7127
FAX 03-3508-3427
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たつのり

井林たつのり
地元での活動 数多くある戦後問題にも決意

戦没者慰霊祭に参加

お名前
※入党は個人名のみとなります。

住所 〒 -

TEL/ FAX 生年月日

FAX ０５４－６３９－５８０２

応援してください！

ポスター掲示
お願いします。

心
を
込
め
て
追
悼
の
言
葉
を

捧
げ
ま
し
た
。

今からが正念場！安倍総理と誓いました。



来年度概算要求
～来年度へ本格的な政策議論開始～

◆予算にメリハリを ◆今後の検討課題

― 瓦版 第十六号 ―

井林
い ばやし

たつのり

～南海トラフ巨大地震対策を急ぐ！～

特集番組（静岡朝日テレビ）で南海トラフ巨大地震
対策を説明する井林たつのり。

平成２６年度予算の概算要求の基本的な考え方

経済成長と財政健全化の二兎を追った
予算案を作成。ポイントは
①政策経費は１０％削減。
②人件費等の義務的経費は聖域無し。
③社会保障費は自然増も含め、合理化・
効率化を図る。

④経済成長を図るため、「新しい日本のた
めの優先課題推進枠」を政策経費の３０
％を上限に認める。

⑤東日本大震災復興は、真に必要な費用
を計上。
政策の優先順位を洗い直し、無駄を徹

底して排除。予算の中身を大胆に重点化。

年末に向けた予算編成過程での課題と
しては、以下の問題が大きい
①消費税率引き上げと、それに伴う社会

保障制度のより一層の充実。
②概算要求を絞り込み、中期財政計画を

達成（一般歳出７２兆円以下）。
③政策は、民需主導の経済成長実現に、

規制改革と一体となるものを重視。
④行政レビューを重視。ＰＤＣＡを推進し、

効率性・有効性を徹底追求。
財政再建を果たしつつ、民需主導の経

済成長戦略実現の為、今後も厳しい議論
を続けて参ります！

千年に一度と言われる、南海トラフ巨大地震。その
対策へ、特別措置法立法に井林は、与党ＰＴ事務
局長として携わりました。今後の国会で早期成立に
向け全力を尽くして参ります。

南海トラフ地震対策特別措置法のポイント
①避難路・避難タワー整備促進（補助率２／３）
②幼・保・小・中学校、高齢者福祉施設の高
台移転へ財政支援
③農地法等の規制緩和とワンストップ処理

（予算編成過程において検討）

要望（要望基礎額の30％）

新しい日本

のための

優先課題推進枠

税収等の動向を
踏まえて措置

（要求とともに要望を行い、
予算編成過程において検討）

税制抜本改革

に伴う

社会保障の充実
※２

地方交付税
交付金等

年金・医療等 裁量的経費 義務的経費

自然増 1.0兆円

▲10％

25年度予算額
70.4兆円

16.4兆円 28.4兆円 13.2兆円 12.3兆円

要望基礎額

※３

聖域を設けることなく、

施策・制度の抜本的見直しなどを通じて、財源捻出に努める




